
（２）令和３年度介護報酬改定に係る経過措置を経て義務化となった事項 

①業務継続に向けた取組の強化 

★ 対象サービス…全サービス 

※（介護予防）居宅療養管理指導は経過措置により令和９年４月１日から義務化 

 

介護サービスは、要介護者、家族等の生活を支える上で欠かせないものですが、

感染症や自然災害が発生すると、通常通りに業務を継続することが困難になります。

まず、業務を中断させないように準備するとともに、中断した場合でも優先業務を

実施するため、あらかじめ検討した方策を計画書としてまとめておくことが重要で

す。 

ＢＣＰとは『Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ Ｐｌａｎ』の略称で、

業務継続計画と訳されます。ＢＣＰにおいて重要な取組みは、例えば、 

・各担当者をあらかじめ決めておくこと（誰が、いつ、何をするか） 

・連絡先をあらかじめ整理しておくこと 

・必要な物資をあらかじめ整理、準備しておくこと 

・上記を組織で共有すること 

・定期的に見直し、必要に応じて研修・訓練を行うこと 等が挙げられます。 

 

令和６年度報酬改定により、業務改善計画の策定は、令和６年４月１日から義務

化されたことに伴い、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未

策定の場合、かつ、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合、

基本報酬が減算されます。 

また、介護サービス情報公表システムに登録すべき事項として業務継続計画に関

する取組状況が追加されます。 

業務継続計画未実施減算（（介護予防）居宅療養管理指導、（介護予防）福祉用

具販売を除く） 

＜改定前＞  ＜改定後＞ 

なし  ⇒  施設・居住系サービス 

        所定単位数の 100 分の 3 に相当する単位数を減算（新設） 

       その他のサービス 

所定単位数の 100 分の 1に相当する単位数を減算（新設） 

   ※ただし、以下のいずれかに該当する場合は、経過措置として令和７年３月 31 日

まで減算を適用しないため、経過措置期間中に確実に各業務継続計画を策定して

ください。 

・令和７年３月 31 日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の

整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合 

・訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅介護支援（いずれも介護予防を含む） 

 

 



ア 防災計画と自然災害ＢＣＰの違い 

防災計画を作成する主な目的は、「身体・生命の安全確保」と「物的被害の軽

減」ですが、その目的は、ＢＣＰの主な目的の大前提になっています。つまり、

ＢＣＰでは、防災計画の目的に加えて、優先的に継続・復旧すべき重要業務を継

続する、または、早期復旧することを目指しており、両方の計画には共通する部

分もあり密接な関係にあります。従来の防災計画に、避難確保、介護事業の継続、

地域貢献を加えて、総合的に考えてみることが重要です。 

 

イ 感染症ＢＣＰと自然災害ＢＣＰの違い 

感染症と大地震をはじめとした自然災害では、被害の対象や期間などに違いが

見られます。感染症ＢＣＰの特徴は以下の点です。 

    ・情報を正確に入手し、その都度、的確に判断をしていくことが重要 

    ・感染拡大時の職員確保策をあらかじめ検討しておくことが重要 

    ・感染予防に必要な物資を平時から備蓄しておくことが必要 

    ・感染防止策についてもあらかじめ検討し、適切に実施しておくことが肝要 

     また、業務量の時間的推移も異なってきます。 

自然災害が発生すると、インフラ停止などによる通常業務の休止や、避難誘

導・安否確認などによる災害時業務の発生のため、通常の業務量が急減します。 

一方、感染症は国内で感染が拡大し始めると、自身が感染したり、濃厚接触者

になる等により出勤できなくなる職員が出てきますが、通常業務が急減すること

はなく、むしろ感染対策等の業務が一時的に増加し、その後、対応可能な業務量

が徐々に減少していくものと想定されます。 

そこで、感染症ＢＣＰでは、職員不足時においては健康・身体・生命を守る機

能を優先的に維持しつつ、感染者（感染疑いを含む）が施設・事業所内で発生し

た場合においても、サービス提供を継続させることが目的となります。 

 

ウ ＢＣＰ作成のポイント 

（ア）自然災害ＢＣＰ 

ａ 正確な情報集約と判断ができる体制を構築 

・全体の意思決定者を決めておくこと 

・各業務の担当者を決めておくこと（誰が、何をするか） 

・関係者の連絡先、連絡フローの整理 

ｂ 自然災害対策を「事前の対策」と「被災時の対策」に分けて準備 

（ａ）事前の対策（今何をしておくか） 

・設備、機器、什器の耐震固定 

       ・インフラが停止した場合のバックアップ 

     （ｂ）被災時の対策（どう行動するか） 



・人命安全のルール策定と徹底 

       ・事業復旧に向けたルール策定と徹底 

       ・初動対応 

ｃ 業務の優先順位の整理 

ｄ 計画を実行できるよう普段からの周知・研修、訓練 

（イ）感染症ＢＣＰ 

ａ 施設・事業所内を含めた関係者との情報共有と役割分担、判断ができる体

制の構築 

・全体の意思決定者を決めておくこと 

・各業務の担当者を決めておくこと（誰が、何をするか） 

・関係者の連絡先、連絡フローの整理 

ｂ 感染（疑い）者が発生した場合の対応を整理、平時からシミュレーション 

ｃ 職員確保 

・施設内、事業所内、法人内における職員確保体制の検討 

・関係団体や都道府県等への早めの応援依頼 

ｄ 業務の優先順位の整理 

ｅ 計画を実行できるよう普段からの周知・研修、訓練 

 

エ ガイドライン等について 

厚生労働省が作成したガイドライン、ひな形、作成手順の研修動画が下記ホー

ムページに掲載されています。 

ガイドラインを参考に、地域の実態等に応じたＢＣＰを策定してください。 

また、例示入りのひな形を基に必要に応じて修正等を行うことで、基本的なＢ

ＣＰを作成することが可能です。 

参考様式は適宜実情に合わせた項目等を追加するなど、編集して使用ください。 

なお、ＢＣＰの策定に関して、各法人及び事業所の任意書式での作成でも差し

支えありません。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_k

oureisha/douga_00002.html 

 

災害時におけるＢＣＰの作成にあたっては、静岡県が示す「介護施設における

業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援ツール」もご活用ください。下記ホームページ

に掲載されています。 

https://www.pref.shizuoka.jp/kenkofukushi/koreifukushi/1040734/1040733

/1023358.html 

 

 



（参考）根拠法令 ※訪問介護の場合 

Ｈ11厚令37 

（業務継続計画の策定等） 

第30条の２ 指定訪問介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対

する指定訪問介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計

画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に対し、業務継続計画について周知するとと

もに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定訪問介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

 

Ｈ11老企25 第３の一の３ 

（22）業務継続計画の策定等 

① 居宅基準第30条の２は、指定訪問介護事業者は、感染症や災害が発生した場合にあ

っても、利用者が継続して指定訪問介護の提供を受けられるよう、指定訪問介護の提

供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

（以下「業務継続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、

登録訪問介護員等を含めて、訪問介護員等その他の従業者に対して、必要な研修及び

訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたものである。なお、

業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、居宅基準第30条の２に基づき

事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行う

ことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り

組むことが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が

参加できるようにすることが望ましい。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容につい

ては、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介

護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。

また、想定される災害等は地域によって異なるものであることから、項目については

実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための指針については、それぞれに対応する項目を適切に設定

している場合には、一体的に策定することとして差し支えない。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の

確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との

情報共有等） 



ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止し

た場合の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有す

るとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うもの

とする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催す

るとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また、研修の実施

内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修については、

感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えな

い。 

④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速

に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災

害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものと

する。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延

の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施す

るものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

 


